








国際化関連

■共通の成果指標と達成⽬標

３．取組内容の進捗状況（平成２７年度）

●国際共同学位プログラムの設計

●オンライン教育プラットフォーム（edX）への加盟と配信開始

ガバナンス改⾰関連

教育改⾰関連

・ジョイントディグリー（JD）の実現に向け、試⾏的な共同教育プログラムの構築を進めた。豪モナシュ⼤学および韓国
⾼麗⼤学を訪問し、学⽣の滞在期間、科⽬履修および単位数、研究指導の割合、共著論⽂執筆の要件などの具体的な教育
プログラムの設計を開始した。

・edXに加盟し、全編英語によるオンライン講座の配信を開始した。授業のオンライン
配信によって、本学への留学を志す外国⼈学⽣への動機づけや国際ネットワーク構築
の⼀助となることが期待できる。

●新たなダブルディグリー（DD）プログラムの構築
・⽶国GLCA/ACM（五⼤湖・中⻄部私⽴⼤学連盟）とのDD協定に基づき学⽣募集を開

始し、本学からの派遣学⽣の募集を準備した。

●戦略的教員増に係る⼈事枠の配分
・10年間で160⼈の教員増と外国⼈教員増を⽬論んだ「今後の教育、教員制度および教員採⽤に関する⽅針」を策定した。

各学術院から提案された教育改⾰および教員採⽤計画を⼤学執⾏部が評価し、戦略的な教員増に係る⼈事枠の配分を決定
した。また、当該⼈事枠を活⽤して「卓越研究員」ポストも設定し、中⻑期的な若⼿教員採⽤計画も始動させた。

●FDプログラムの実施
・英語学位コース増設を⾒据えた授業数の拡充と国際通⽤性のある質の⾼い教授法の取

得を⽬的として、ワシントン⼤学から講師を招聘し本学で夏季FDプログラム（半⽇
コース、アクティブラーニング模擬授業参観）を実施した。また、約２週間のFDプロ
グラムとして、⽶国GLCA/ACM・ワシントン⼤学に教員を派遣した。

●事務職員の⾼度化
・様々な国際業務の増加を⾒据え事務職員7名を海外協定⼤学に派遣し、語学の研修と共に、留学⽣獲得や国際展開に関す

る実務を経験させた。また、事務職員9名がフィリピン・デラサール⼤学附属機関での研修に参加し、実践的な語学⼒向
上を図った。

●⼊試制度改⾰の実施
・政治経済学部では、従来のAO⼊試を「グローバル⼊学試験」として改⾰した。出願資格に海外の⼤学⼊学資格である国

際バカロレアやアビトゥア資格などを明⽰するとともに、出願書類としてTOEFLに加えTOEICやIEL TS(Academic)も認
めるなど、より多様な⼈材の募集に適した⼊試制度に改めた。

・⽂化構想学部・⽂学部・⼈間科学部の三学部で新たな⼊試制度の導⼊（平成29年4⽉⼊学者向け）が決定した。⽂化構想
学部・⽂学部では、英語の外部検定試験を利⽤した⼊試制度「⼀般⼊試（英語4技能テスト利⽤型）」（仮称）を、⼈間
科学部では「公募制学校推薦⼊試（FACT選抜）」を新たに実施する。

●ラーニングコモンズの拡充
・多様な学修形態に対応するための「ラーニングコモンズ」（W Space）を整備・拡充し、

早稲⽥キャンパス2箇所において11⽉から供⽤を開始した。

WasedaX

Summer FDプログラム

W Space

●SGU実⾏会議による全学的な改⾰促進
・本補助事業の推進運営⺟体である「SGU実⾏会議」を6回開催し、先⾏モデル拠点や各部署の事業計画・予算配分・実績

報告・評価などを協議・決定しPDCAサイクル管理を実⾏した。また、先⾏モデル拠点の責任者を含む「SGU拡⼤実⾏会
議」や学術院⻑を含む「Waseda Vision 150拡⼤推進会議」において、事業の進捗確認やモデル拠点運営のノウハウを
共有し、ジョイントアポントメント(JA)教員に対するスタートアップ経費の提供を決定する等、速やかに現場の声を反映
させた。こうした全学的なSGU推進体制により、柔軟かつ強⼒に制度改⾰を断⾏している。

●⾼⼤接続改⾰実⾏会議の設置
・⼊試改⾰と教育改⾰を統合的に推進し実現するため、教務担当理事を議⻑とする「⾼⼤

接続改⾰実⾏会議」を設置した。今後、⾼⼤接続改⾰の全学的な推進を加速する。

●ジョイントアポイントメント（JA）制度の始動
・⽶国ケース・ウェスタン・リザーブ⼤学とイタリア技術研究所の2名をJA教員として雇⽤することに成功した。JA教員に

は、担当する科⽬の明⽰、スタートアップ経費、研究室割当、⼤学院⽣配置等を実施し、教育研究指導体制を確⽴した。

●IR統合データベースの設計
・学内に分散している教育に関わる種々のデータ（履修カリキュラム、成績、奨学⾦、留学の有無等）を可視化し、⼀元管

理するデータベースの基本設計までを完了した。また、並⾏して導⼊を予定している分析ツールを、学⽣の授業理解度と
相関要因の抽出を例として評価した。



■国際的評価の向上につながる取組

■⼤学独⾃の成果指標と達成⽬標

●科学研究費および外部研究資⾦の受⼊
・科研費の採択件数は前年度の929件から平成27年度は946件と微増した。なお、本学の採択件数１位の細⽬は前年度の

10件から13件へ上昇し、これは国内5番⽬に位置づけられる。
・外部研究資⾦の受⼊額については、前年度とほぼ同額の108億円であった。

●QS Graduate Employability Rankingで世界33位、国内1位
・QS分野別ランキング2016では、100位以内の分野数は3分野であった。⼀⽅、昨年度⼤きく増加した200位以内の分野

数21は前年度と変化なく、本学が当初計画した100位以内18分野のうち16分野が200位以内にはランクインしており、
⽬標達成は⼗分可能と判断している。

・QS Graduate Employability Rankings 2016 において、本学は世界33位、国内1位と⾮常に⾼い結果を得た。これは本
学の企業と連携した取組や学⽣の卒業後の活躍が⾼く評価されたためである。

●中⻑期の研究者受⼊・派遣
・中⻑期の受⼊・派遣研究者数は、受⼊が前年度の789⼈から819⼈へと増加し、派遣が180⼈から177⼈と微減であった。

受⼊・派遣研究者数は、JA制度や海外研究者との博⼠課程学⽣の共同教育研究指導の体制整備とも密接に関係し、さら
にアカデミックレピュテーション向上にも繋がるため、継続的な増加施策を図りたい。

●ワシントン⼤学との「Joint CTLT Project」
・ワシントン⼤学との間で、新しい教授法の開発・実証を⽬的としたジョイントプロジェクトの協定を締結した。両⼤学の

取組を起点として、APRU（環太平洋⼤学連盟）Provost Forumにおいて「Innovations in Teaching and Learning」
プロジェクトを共同提案した。APRU加盟⼤学の副学⻑等に取組をアピールし、プロジェクトの普及と共に教育に関する
ネットワーク構築を図った。

【海外の⼤学との連携の実績(タイプＡのみ)】

●国際ファンドレイジング
・頂新国際集団（台湾）との交流協定の締結（平成19年）により、⻑期間継続した奨学⾦の提供（平成21〜33年度）が

あり、平成27年度は26⼈（累計335⼈）を奨学⽣として採⽤した。

●先⾏モデル拠点を中⼼とした国際発信
・先⾏モデル6拠点は、国内外にて積極的に国際シンポジウムやワークショップを企画・開催し、

国際プレゼンスの向上や⼈的ネットワークの拡充に努めた。学⽣や若⼿研究者は、英語での
発表経験を積み、研究成果を発信すると共に海外の研究者との交流を深めた。

・⼤学ウェブサイトの英語情報を充実させ、⽇英ほぼ同数のニュースを発信し、英⽂ニュースは
年間約450本に上った。Science誌のTGU特集号を活⽤して、副総⻑が本学のTGUの取組を
紹介すると共に理⼯系3モデル拠点の研究内容を世界の科学界・研究者に向けて発信した。 コロンビア⼤学との

国際ワークショップ●バーミンガム⼤学との組織的連携
・国際共同研究を拡⼤するため、英国バーミンガム⼤学との組織的な研究連携を開始した。両校協議の結果、シェイクスピ

ア研究、スポーツ科学、ロボティクス、⾔語学を対象分野とすることで合意に⾄った。シェイクスピア研究に関しては、
School of English, Drama and American & Canadian Studiesと本学坪内博⼠記念演劇博物館・⽂学学術院の間で
MOUを締結し、拠出ファンドや共同研究者を定め連携を開始した。

■その他
●グローバルリーダーからの啓発
・シンポジウム「カルロス・ゴーン、早⼤⽣と“⼈間⼒”を語る」を開催した。

⽇産⾃動⾞㈱CEOカルロス・ゴーン⽒は「現状の捉え⽅・問題提起」の
重要性について⾔及し、参加学⽣約1,000⼈は世界で活躍するリーダーの
信念を知る絶好の機会を得た。

・コロンビア⼤学ドナルド・キーンセンターと⾓⽥柳作記念国際⽇本学研究所との学術交流協定を締結し、教育研究連携を
より活発化させ、研究者および⼤学院⽣の交流を促進した。またバードカレッジ、コロンビア⼤学、シカゴ⼤学との協議
によって平成29年度より⽂学学術院に新設予定の英語学位コースの構想を具体化した（国際⽇本学拠点）。

・最先端機器を⽤いた政治経済学実験室の展開が外国⼈研究者間で評判を呼び、エセックス⼤学による⽇本でのサマース
クールの開講先としての打診があり、承諾し詳細を詰めている（実証政治経済学拠点）。

・平成28年9⽉にスポーツ科学研究科に新設する博⼠後期課程英語学位コースへの⼊学者リクルート活動を実施し、北京⼤
学、台湾師範⼤学、チュラロンコン⼤学等の優秀な学⽣が⼊学を希望している（健康スポーツ科学拠点）。

・デラウェア⼤学からコンピュータサイエンスの権威を招聘し共同指導を実施した。またノースカロライナ⼤学、イタリア
⼯科⼤学、清華⼤学等から著名教員を招聘し博⼠学⽣へのQEを実施した（ICT・ロボット⼯学拠点）。

・ケース・ウェスタン・リザーブ⼤学とイタリア技術研究所よりJAとして教員を雇⽤し、授業や研究指導、セミナーなど
を通して教育⽔準を⾼め、学⽣のグローバルマインドの醸成に寄与した（ナノ・エネルギー拠点）。

・海外⼤学とのJAについてダルムシュタット⼯科⼤学教員と締結が決まり、ピサ⼤学の教員とも交渉が進んでいる。また、
マックスプランク研究所、ハンブルグ⼯科⼤学等から教員を招聘し博⼠学⽣への共同指導を実施した（数物系科学拠点）。


